
中心市街地活性化法との関連

□ 直接関係する事業

□ 法に基づく基本計画が必要な事業

□ 優遇措置を受けられる事業（優遇措置を受けられる項目：

■ その他、中心市街地活性化に資する事業

施　策　名

（事　業　名）
デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生拠点整備タイプ）

目　　   　的

「新しい資本主義」の加速のため、デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題解決・魅力向上の取組を加速

化・深化する観点から、デジタルの活用などによる観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する拠点施設の整備などを支援

国　の　窓　口 内閣府地方創生推進事務局
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対象団体 地方公共団体（※民間事業者の施設等整備に対しての間接補助を含む）

対象事業

地方版総合戦略に位置づけられ、地方公共団体の自主的・主体的な取組で、地方創生につながる先導的な施設整備等を

支援

運営戦略や事業計画に基づき利活用方策が明確にされ、それにより十分な地方創生への波及効果の発現を期待できるものを

対象

また、当該施設の利活用に係る適切かつ具体的なKPI（重要業績評価指標）の設定及びPDCAサイクルを備えている必要が

ある

採択要件
施設整備の内容、施設の利活用方策（自立性、官民協働、地域間連携、政策間連携、デジタル社会の形成への寄与の先

導性）、KPI 等について評価を行い、交付対象事業を決定する。

補助率

又は

補助額

その他
内閣府地方創生推進事務局　デジタル田園都市国家構想交付金

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

２分の１(２分の１の地方負担については、例年、地方財政措置を講じている。)

対象経費

財政支援

【交付上限額の目安】

都道府県においては1団体あたり国費15億円程度

中枢中核都市においては1団体あたり国費10億円程度

市町村においては1団体あたり国費5億円程度



中心市街地活性化法との関連

□ 直接関係する事業

□ 法に基づく基本計画が必要な事業

□ 優遇措置を受けられる事業（優遇措置を受けられる項目：

■ その他、中心市街地活性化に資する事業

対象経費

財政支援

①先駆型

都道府県においては1事業あたり国費3億円

中枢中核都市においては1事業あたり国費2.5億円

市町村においては1事業あたり国費2億円

②横展開型

都道府県においては1事業あたり国費1億円

中枢中核都市においては1事業あたり国費8,500万円

市町村においては1事業あたり国費7,000万円
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対象団体
地方公共団体、広域連合及び一部事務組合

※広域連合及び一部事務組合は、独自の地方版総合戦略を策定していることを前提として、申請者になることが可能。

対象事業

地方版総合戦略に位置づけられた、地方公共団体の自主的・主体的な取組で先導的なものを支援

先駆型：官民協働、地域間連携、政策・施策間連携、デジタル社会の形成への寄与等の先駆的要素が含まれる事業

横展開型：先駆的・優良事例の横展開を図る事業

採択要件

「目指す将来像及び課題の設定」、「KPI 設定の適切性」及び先導性の着眼点である自立性、官民協働、地域間連携、政

策・施策間連携、デジタル社会の形成への寄与、その他付加項目の評価基準に基づき、個々の事業について評価を行い、交

付対象事業を決定する。

補助率

又は

補助額

その他
内閣府地方創生推進事務局　デジタル田園都市国家構想交付金

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

２分の１(２分の１の地方負担については、例年、地方財政措置を講じている。)

施　策　名

（事　業　名）
デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ：先駆型、横展開型）

目　　   　的

各地方公共団体による自主的・主体的な取組について、デジタル田園都市国家構想交付金による分野横断的な支援

デジタルの活用などによる観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する取組を支援

　①地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的で先導的な事業を支援

　②ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の「縦割り」事業を超えた取組を支援

　③地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制度・運用を確保

国　の　窓　口 内閣府地方創生推進事務局


